
 

 

 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金について         

 

 

① 【住民税非課税世帯】（プッシュ型） 

基準日（令和 3 年 12 月 10 日）時点で大東市に住民登録があり、令和 3

年度分の住民税均等割が課されていない世帯 

② 【家計急変世帯】（申請型） 

申請時に大東市に住民登録があり、上記①の世帯以外で、住民税均等割

を課税されているが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和 3

年 1 月以降の家計が急変し、同一世帯に属する者全員のそれぞれの 1 年

間の収入見込額が、非課税世帯となる水準に相当する額以下である世帯 

 

 

 

 

① 【住民税非課税世帯】（プッシュ型） 

・市から支給案内と確認書（特別定額給付金振込み口座記入済）を送付 

・「口座変更なし」または「口座変更あり」を記入し、市へ返送 

・支給決定通知送付後、登録口座に振込み 

② 【家計急変世帯】（申請型） 

・市ホームページや広報だいとう等にて要件を周知 

・非課税相当限度額以下の世帯より、申請書の提出 

・支給要件を確認 

・支給決定通知送付後、申請口座に振込み 

    支給額：①②ともに 1 世帯あたり 10 万円（1 回限り）  

 

 

 

 

住民税非課税世帯     18,000 世帯 

家計急変世帯        2,000世帯     合計    20,000世帯  

〔参考〕令和 3 年度市民税課税世帯（R3.1.1）  40,385 世帯 

    令和 3 年 1 月における世帯数      57,247 世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．支給対象者 

２．支給方法・支給額 

３．事業規模 

福祉・子ども部 福祉政策課 
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  給付金 2,000,000 千円 （20,000 世帯 × 100 千円） 

  手数料     2,552 千円 （給付金の振込等手数料） 

  郵送料   5,678 千円 （申請書等郵送費） 

  委託料   49,249 千円 （受付・入力等業務、封入封緘等業務、 

システム改修費） 

  その他    7,523 千円 （会場使用料等） 

   合計 2,065,002 千円 

  （すべての必要経費に対し、10/10 の国庫補助あり） 

 

 

 

繰越明許費について 

                                  （単位：千円） 

所管部課名 事業名 金額 

財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

国府支出金 地方債 その他 

福祉・子ども部 

福祉政策課 

非課税世帯等に対する 

臨時特別給付金給付費 
1,241,859 1,241,859       

繰越の理由・内容 

非課税世帯等に対する給付金を給付するにあたり、申請期間が令和３～４年度と複数年度となるため 

 

 

 

 

 

 住民税非課税世帯  確認書等送付  2 月中旬 

〃       受付期間    送付後  ～ 3 か月以内 

 家計急変世帯    受付期間    2 月上旬 ～ 9 月 30 日 

 給付金振込             3 月上旬～ 

４．予算 

５．スケジュール（案） 



 
 

 

保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業について 
 

１．予算 

 細節名・事業名 予算要求額 

歳入予算 
保育士等処遇改善臨時特例交付金（保育士・幼稚園教諭） 15,000 千円 

保育士等処遇改善臨時特例交付金（放課後児童クラブ）  2,464 千円 

歳出予算 保育士等処遇改善臨時特例経費 15,000 千円 

 

２．事業の内容 

令和４年２月から、職員に対して３％程度（月額９，０００円）の賃金改善を行う教

育・保育施設等に対して、当該賃金改善を行うために必要な費用を補助するもの。 

 

３．対象施設（私立施設） 

  保育所：７園、認定こども園：１７園、小規模保育施設：４園 の計２８施設 

 

４．賃金改善の対象者 

  対象施設に勤務する職員（非常勤職員を含み、法人役員を兼務する施設長を除く。） 

 

５．施設種別ごとの所要見込額 

施設種別 所要見込額 

保育所  ３，５００，０００円 

認定こども園 １０，８００，０００円 

小規模保育施設    ７００，０００円 

合計 １５，０００，０００円 

 

 

 

福祉・子ども部 子ども室保育幼稚園Ｇ 

        令和 4 年 1 月特別議会 

           議案第１号資料 



 

 

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業について 
 

１．予算 

 細節名・事業名 予算要求額 

歳入予算 保育士等処遇改善臨時特例交付金（放課後児童クラブ） 

※歳入予算については、福祉・子ども部子ども室で予算計上 

 2,464 千円 

歳出予算 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例経費 2,464 千円 

 

２．事業の内容 

令和４年２月から、職員に対して３％程度（月額９，０００円）の賃金改善を行う放

課後児童クラブに対して、当該賃金改善を行うために必要な費用を補助するもの。 

 

３．対象施設 

  大東市放課後児童クラブ ： １２か所 （２７単位（クラス）） 

 

４．賃金改善の対象者 

  放課後児童支援員や補助員等の放課後児童クラブで勤務する職員 

（非常勤職員を含み、経営に携わる法人の役員である職員を除く。） 

 

５．放課後児童クラブごとの所要見込額 

支援の単位数 事業者数 所要見込額 

２単位（２クラス） １０か所  １，８７０，０００円 

３単位（３クラス） １か所    ２６４，０００円 

４単位（４クラス） １か所    ３３０，０００円 

合計 １２か所  ２，４６４，０００円 

 

 

教育総務部 家庭・地域教育課 

      令和 4 年 1 月特別議会 

         議案第１号資料 


